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（別紙２） 

○  「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成 18 年 12 月 6 日障発第 1206001 号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 【新旧対照表】 

（変更点は下線部） 

改 正 後 現 行 

障 発 第 1 2 0 6 0 0 1 号  

平成 18 年 12 月６日  

一部改正 障 発 第  0 4 0 2 0 0 2 号  

平 成 1 9 年 ４ 月 ２ 日  

一部改正 障 発 第 0 3 3 1 0 1 9 号  

平成 20 年３月 31 日  

一部改正 障 発 第 0 3 3 1 0 3 2 号  

平成 21 年 3 月 31 日  

一部改正 障 発 1 0 0 7 第 ３ 号  

平成 21 年 10 月７日  

一部改正 障 発 0 6 0 1 第 ４ 号  

平 成 2 2 年 ６ 月 １ 日  

一部改正 障 発 0 9 2 8 第 １ 号  

平成 23 年９月 28 日  

一部改正 障 発 0 3 3 0 第 ５ 号  

平成 24 年３月 30 日 

最終改正 障 発 0 3 2 9 第 1 6 号  

平成 25 年３月 29 日 

 

各 都道府県知事 殿  

 

障 発 第 1 2 0 6 0 0 1 号  

平成 18 年 12 月６日  

一部改正 障 発 第  0 4 0 2 0 0 2 号  

平 成 19 年 ４ 月 ２ 日   

一部改正 障 発 第 0 3 3 1 0 1 9 号  

平成 20 年３月 31 日  

一部改正 障 発 第 0 3 3 1 0 3 2 号  

平成 21 年 3 月 31 日  

一部改正 障 発  1 0 0 7 第 ３  号  

平成 21 年 10 月７日  

一部改正 障 発 0 6 0 1 第 ４ 号  

平 成 2 2 年 ６ 月 １ 日  

一部改正 障 発 0 9 2 8 第 １ 号  

平成 23 年９月 28 日  

一部改正 障 発 0 3 3 0 第 ５ 号  

平成 24 年３月 30 日 

 

 

 

各 都道府県知事 殿  
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厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長  

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準について  

 

障害者自立支援法（平成 17年法律第 123 号。平成 25 年４月からは障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律。以下「法」という。）

第 30 条第１項第２号イ及び第 43 条の規定に基づく「障害者自立支援法に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平

成 18 年厚生労働省令第 171号。平成 25 年４月からは障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準。以下「基準」という。）について

は、平成 18年９月 29 日厚生労働省令第 171号をもって公布され、本年 10月

１日（指定共同生活介護事業所における個人単位での居宅介護等を利用する

場合の特例については平成 19年 4月１日）から施行されたところであるが、

基準の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、御了知の上、貴管内市町村、

関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされた

い。  

なお、平成 18 年４月３日付け障発第 0403009号当職通知「指定障害福祉サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等について」は平成 18年９

月 30 日限り廃止する。 

 

記  

 

第一 （略） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長  

 

障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営に関する基準について  

 

 

障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」という。）第 30

条第１項第２号イ及び第 43条の規定に基づく「障害者自立支援法に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18

年厚生労働省令第 171 号。以下「基準」という。）については、平成 18年９

月 29 日厚生労働省令第 171号をもって公布され、本年 10 月１日（指定共同

生活介護事業所における個人単位での居宅介護等を利用する場合の特例につ

いては平成 19年 4月１日）から施行されたところであるが、基準の趣旨及び

内容は下記のとおりであるので、御了知の上、貴管内市町村、関係機関等に

周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。  

 

 

 

 

なお、平成 18年４月３日付け障発第 0403009号当職通知「指定障害福祉サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等について」は平成 18年９

月 30 日限り廃止する。 

 

記  

 

第一 （略） 
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第二 総論  

１  事業者指定の単位について 

（１）～（４） （略） 

（５） 特定旧法指定施設等が指定障害福祉サービス事業所等へ転換する

場合の指定の単位について  

①～④ （略） 

⑤  小規模作業所等が指定障害福祉サービス事業所へ転換する場合の

取扱い  

「障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運

営に関する基準」(平成 18年厚生労働省令第 174 号。平成 25年４月

からは障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準)基

準附則第５条第２項の規定により、「将来的にも利用者の確保の見

込がないものとして都道府県知事が認める地域」に存在する小規模

作業所又は地域活動支援センターであって、平成 24 年３月 31 日ま

での間に障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練（機能訓練）、

自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型及び多機

能型事業所）へ転換する場合は、利用定員の合計は 10人以上とする

ことができる。 

 

２ （略） 

第三 居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護  

１ 人員に関する基準  

（１）（略） 

（２）サービス提供責任者（基準第５条第２項）  

  ①  （略）  

第二 総論  

１  事業者指定の単位について  

（１）～（４） （略） 

（５） 特定旧法指定施設等が指定障害福祉サービス事業所等へ転換する

場合の指定の単位について  

①～④ （略） 

⑤  小規模作業所等が指定障害福祉サービス事業所へ転換する場合の

取扱い 

「障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運

営に関する基準」(平成 18年厚生労働省令第 174 号)基準附則第５条

第２項の規定により、「将来的にも利用者の確保の見込がないもの

として都道府県知事（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252

条の 19第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）又は同法第

252条の 22第１項の中核市（以下「中核市」という。）においては、

指定都市又は中核市の市長。第三の１の（７）②アを除き、以下同じ。）

が認める地域」に存在する小規模作業所又は地域活動支援センター

であって、平成 24年３月 31日までの間に障害福祉サービス事業（生

活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行

支援、就労継続支援Ｂ型及び多機能型事業所）へ転換する場合は、

利用定員の合計は 10人以上とすることができる。 

２ （略） 

第三 居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護  

１ 人員に関する基準  

（１）（略） 

（２）サービス提供責任者（基準第５条第２項）  

  ①  （略）  
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  ②  資格要件 

     サービス提供責任者については、次のいずれかに該当する常勤の従

業者から選任すること。  

ア・イ （略） 

ウ  介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成 24年厚生労働

省令第 25 号）による改正前の介護保険法施行規則（平成 11年厚

生省令第 36号）第 22 条の 23 第１項に規定する介護職員基礎研修

を修了した者  

エ  居宅介護従業者養成研修（指定居宅介護等の提供に当たる者と

して厚生労働大臣が定めるもの等の一部を改正する件（平成 25

年厚生労働省告示第 104 号）による改正前の指定居宅介護等の提

供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成 18 年厚生労

働省告示第 538 号）第２号に規定する１級課程（以下「１級課程」

という。）を修了した者 

オ  居宅介護職員初任者研修（指定居宅介護等の提供に当たる者と

して厚生労働大臣が定めるもの（平成 18年厚生労働省告示第 538

号）第３号に規定する居宅介護の提供に当たる従業者に係る研修

をいう。以下同じ。）の課程を修了した者であって３年以上介護

等の業務に従事した者（ウ、エに掲げる者を除く。） 

  なお、看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科

目を免除することが可能とされていたことから、１級課程又は居

宅介護職員初任者研修課程を修了したとされた看護師等について

は、３年以上の実務経験は要件としないこと。 

また、介護保険法上の指定訪問介護事業所及び指定介護予防訪

問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の選任要件に該当す

るものについても、アからオまでと同様に取り扱って差し支えな

  ②  資格要件 

     サービス提供責任者については、次のいずれかに該当する常勤の従

業者から選任すること。  

ア・イ （略） 

ウ  介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 22 条の

23第１項に規定する介護職員基礎研修を修了した者  

 

 

エ  居宅介護従業者養成研修（（１）の①で別に通知するところに

よる居宅介護の提供に当たる従業者に係る養成研修をいう。以下

同じ。）の１級課程（「障害者（児）ホームヘルパー養成研修事

業の実施について」（平成 13 年６月 20日障発第 263 号当職通知。

以下「旧通知」という。）の１級課程を含む。以下同じ。）を修

了した者  

オ  居宅介護従業者養成研修の２級課程（旧通知の２級課程を含む。

以下同じ。）を修了した者であって３年以上介護等の業務に従事

した者  

なお、介護保険法上の指定訪問介護事業所及び指定介護予防訪

問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の選任要件に該当す

るものについても、アからオまでと同様に取り扱って差し支えな

いものとする。  
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いものとする。  

   ③  留意点  

      ②のオに掲げる「居宅介護職員初任者研修課程を修了した者であっ

て３年以上介護等の業務に従事した者」とは、社会福祉士及び介護

福祉士法（昭和 62年法律第 30号）第 40条第２項第１号に規定する

「３年以上介護等の業務に従事した者」と同様とし、その具体的な

取扱いについては、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉

士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭

和 63 年２月 12 日社庶第 29 号厚生省社会局長、児童家庭局長連名通

知）の別添２「介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業

務の範囲等」（以下「業務の範囲通知」という。）を参考とされた

い。  

         この場合、３年間の実務経験の要件が達成された時点と居宅介護職

員初任者研修課程の研修修了時点との時間的な前後関係は問わない

ものであること。  

     また、介護等の業務に従事した期間には、ボランティアとして介護

等を経験した期間は原則として含まれないものであるが、特定非営

利活動促進法（平成 10 年法律第７号）に基づき設立された特定非営

利活動法人が法第 36条第１項の規定に基づき居宅介護に係る指定

を受けている又は受けることが確実に見込まれる場合であって、当

該特定非営利活動法人が指定を受けて行うことを予定している居宅

介護と、それ以前に行ってきた事業とに連続性が認められるものに

ついては、例外的に、当該特定非営利活動法人及び当該特定非営利

活動法人格を付与される前の当該団体が行う事業に従事した経験を

有する者の従事期間を、当該者の３年の実務経験に算入して差し支

えないものとする。  

 

   ③  留意点  

      ②のオに掲げる「２級課程を修了した者であって３年以上介護等の

業務に従事した者」とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62

年法律第 30号）第 40条第２項第１号に規定する「３年以上介護等

の業務に従事した者」と同様とし、その具体的な取扱いについては、

「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の

認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和 63年２月 12日

社庶第 29号厚生省社会局長、児童家庭局長連名通知）の別添２「介

護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等」（以

下「業務の範囲通知」という。）を参考とされたい。  

          

この場合、３年間の実務経験の要件が達成された時点と２級課程

の研修修了時点との時間的な前後関係は問わないものであること。  

     また、介護等の業務に従事した期間には、ボランティアとして介護

等を経験した期間は原則として含まれないものであるが、特定非営

利活動促進法（平成 10年法律第７号）に基づき設立された特定非営

利活動法人が法第 36条第１項の規定に基づき居宅介護に係る指定

を受けている又は受けることが確実に見込まれる場合であって、当

該特定非営利活動法人が指定を受けて行うことを予定している居宅

介護と、それ以前に行ってきた事業とに連続性が認められるものに

ついては、例外的に、当該特定非営利活動法人及び当該特定非営利

活動法人格を付与される前の当該団体が行う事業に従事した経験を

有する者の従事期間を、当該者の３年の実務経験に算入して差し支

えないものとする。  

     なお、この場合において、介護福祉士国家試験の受験資格としての
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     なお、この場合において、介護福祉士国家試験の受験資格としての

実務経験に当該従事期間を算入することはできないものであるこ

と。  

   ④  暫定的な取扱いに係る留意点  

    居宅介護職員初任者研修課程の研修を修了した者であって、３年以

上介護等の業務に従事したものをサービス提供責任者とする取扱いは

暫定的なものであることから、指定居宅介護事業者は、できる限り早

期に、これに該当するサービス提供責任者に実務者研修の研修を受講

させ、又は介護福祉士の資格を取得させるよう努めなければならない

ものであること。  

（３）～（５） （略） 

（６） 指定同行援護事業所の取扱い 

① サービスを提供する者の実務経験 

サービスを提供する者に必要とされる実務経験については、業務

の範囲通知のうち、視覚障害のある身体障害者若しくは障害児に関

するもの、視覚障害のある身体障害者若しくは障害児の居宅介護又

はこれと同等であると都道府県知事（地方自治法（昭和 22 年法律第

67号）第 252条の 19第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）

又は同法第 252 条の 22 第１項の中核市（以下「中核市」という。）

においては、指定都市又は中核市の市長。第三の１の（７）②アを除き、

以下同じ。）が認める業務として、併せて、従事した期間は業務の

範囲通知に基づいて、１年に換算して認定する。 

②・③ （略） 

（７）・（８） （略） 

２  （略） 

３ 運営に関する基準  

（１）～（ 1 9） （略） 

（ 2 0） 運営規程（基準第 31 条）  

指定居宅介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定居

実務経験に当該従事期間を算入することはできないものであるこ

と。  

 

   ④  暫定的な取扱いに係る留意点  

 ２級課程の研修を修了した者であって、３年以上介護等の業務に従

事したものをサービス提供責任者とする取扱いは暫定的なものであ

ることから、指定居宅介護事業者は、できる限り早期に、これに該当

するサービス提供責任者に実務者研修、介護職員基礎研修若しくは１

級課程の研修を受講させ、又は介護福祉士の資格を取得させるよう努

めなければならないものであること。 

（３）～（５） （略） 

（６） 指定同行援護事業所の取扱い 

① サービスを提供する者の実務経験 

サービスを提供する者に必要とされる実務経験については、業務

の範囲通知のうち、視覚障害のある身体障害者若しくは障害児に関

するもの、視覚障害のある身体障害者若しくは障害児の居宅介護又

はこれと同等であると都道府県知事が認める業務として、併せて、

従事した期間は業務の範囲通知に基づいて、１年に換算して認定す

る。 

 

 

 

②・③ （略） 

（７）・（８） （略） 

２  （略） 

３ 運営に関する基準  

（１）～（ 1 9） （略） 

（ 2 0） 運営規程（基準第 31条）  

指定居宅介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定居
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宅介護の提供を確保するため、基準第 31条第１号から第９号までに掲

げる事項を内容とする規程を定めることを指定居宅介護事業所ごとに

義務付けたものであるが、特に以下の点に留意するものとする。なお、

同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類

について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合におい

ては、運営規程を一体的に作成することも差し支えない（この点につ

いては他のサービス種類についても同様とする）。  

① ～④ （略） 

⑤  虐待の防止のための措置に関する事項（第８号）  

「虐待の防止のための措置」については、「障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 23 年法律第

79号)において、障害者虐待を未然に防止するための対策及び虐待

が発生した場合の対応について規定しているところであるが、より

実効性を担保する観点から、指定居宅介護事業者は、利用者に対す

る虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応が図られるための必要

な措置について、あらかじめ運営規程に定めることとしたものであ

る。具体的には、  

ア  虐待の防止に関する責任者の選定  

イ  成年後見制度の利用支援  

ウ  苦情解決体制の整備  

エ  従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施

（研修方法や研修計画など） 

等を指すものであること（以下、他のサービス種類についても同趣

旨）。  

（ 2 1）～（ 3 0） （略） 

４ （略） 

宅介護の提供を確保するため、基準第 31条第１号から第９号までに掲

げる事項を内容とする規程を定めることを指定居宅介護事業所ごとに

義務付けたものであるが、特に以下の点に留意するものとする。なお、

同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類

について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合におい

ては、運営規程を一体的に作成することも差し支えない（この点につ

いては他のサービス種類についても同様とする）。  

① ～④ （略） 

⑤  虐待の防止のための措置に関する事項（第８号）  

居宅介護における「虐待の防止のための措置」については、「障

害者（児）施設における虐待の防止について」（平成 17年 10月 20

日障発第 1020001 号当職通知）に準じた取扱いをすることとし、指

定居宅介護事業者は、利用者に対する虐待を早期に発見して迅速か

つ適切な対応が図られるための必要な措置について、あらかじめ運

営規程に定めることとしたものである。具体的には、  

ア  虐待の防止に関する責任者の選定  

イ  成年後見制度の利用支援  

ウ  苦情解決体制の整備  

エ  従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施

（研修方法や研修計画など） 

等を指すものであること（以下、他のサービス種類についても同趣

旨）。  

 

 

（ 2 1）～（ 3 0） （略） 

４ （略） 
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第四 （略） 

第五 生活介護  

１～３ （略） 

４ 基準該当障害福祉サービスに関する基準  

（１） 基準該当生活介護の基準（基準第 94条）  

基準該当生活介護は、介護保険法よる指定通所介護事業者が、その

地域において指定生活介護事業所が少ないなど、指定生活介護を受け

ることが困難な障害者に対して、指定通所介護を提供した場合をいう

ものであり、基準該当生活介護事業所が満たすべき基準は、次のとお

りであること。  

①  指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室の面積が当該指定通所

介護事業所の利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数の

合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。（基準

第 94 条第２号）  

②・③ （略） 

（２） 指定小規模多機能型居宅介護事業所に関する特例（基準第 94 条の

２） 

       介護保険法による指定小規模多機能型居宅介護事業者が、その地域に

おいて、指定生活介護事業所が少ないなど、指定生活介護を受けること

が困難な障害者に対して、指定小規模多機能型居宅介護を提供する場合

には、当該指定小規模多機能型居宅介護を基準該当生活介護とみなすこ

ととし、この場合の基準該当生活介護事業所として満たすべき基準は、

次のとおりであること。 

① 指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者の数と第 94 条の２の規定に基づ

き基準該当生活介護とみなされる通いサービス又は厚生労働省関係

第四 （略） 

第五 生活介護  

１～３ （略）  

４ 基準該当障害福祉サービスに関する基準  

（１） 基準該当生活介護の基準（基準第 94条）  

基準該当生活介護は、介護保険法よる指定通所介護事業者が、その

地域において指定生活介護事業所が少ないなど、指定生活介護を受け

ることが困難な障害者に対して、指定通所介護を提供した場合をいう

ものであり、基準該当生活介護事業所が満たすべき基準は、次のとお

りであること。  

①  指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室の面積が当該指定通所

介護事業所の利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数の

合計数で除して得た面積が３平方メートル以下であること。（基準

第 94条第２号）  

②・③ （略） 

（２） 指定小規模多機能型居宅介護事業所に関する特例（基準第 94 条の

２） 

       介護保険法による指定小規模多機能型居宅介護事業者が、その地域に

おいて、指定生活介護事業所が少ないなど、指定生活介護を受けること

が困難な障害者に対して、指定小規模多機能型居宅介護を提供する場合

には、当該指定小規模多機能型居宅介護を基準該当生活介護とみなすこ

ととし、この場合の基準該当生活介護事業所として満たすべき基準は、

次のとおりであること。 

① 指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者の数と第94条の２の規定に基づき

基準該当生活介護とみなされる通いサービス又は厚生労働省関係構
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構造改革特別区域法第三十四条に規定する政令等規制事業に係る省

令の特例に関する措置を定める省令（平成 15年厚生労働省令第 132

号）第４条第１項の規定に基づき自立訓練とみなされる通いサービ

スを利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録

を受けた障害者の数の合計数を上限とし、25人以下とすること。（基

準第 94条の２第１号） 

② 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービスの利用定

員とは、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービスの

利用者の数と第 94 条の２の規定に基づき基準該当生活介護とみな

される通いサービス又は厚生労働省関係構造改革特別区域法第三十

四条に規定する政令等規制事業に係る省令の特例に関する措置を定

める省令第４条第１項の規定に基づき自立訓練とみなされる通いサ

ービスを受ける障害者の数の合計数を１日当たりの上限とし、登録

定員の二分の一から 15 人までの範囲内とすること。（基準第 94 条

の２第２号） 

③ 指定小規模多機能型居宅介護事業所の居間及び食堂は、機能を十分

に発揮しうる適当な広さを有すること。（基準第 94条の２第３号） 

④ 指定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者の員数が、厚生労働省

関係構造改革特別区域法第三十四条に規定する政令等規制事業に係

る省令の特例に関する措置を定める省令第４条第１項の規定に基づ

き自立訓練とみなされる通いサービスを受ける障害者の利用者の数

の合計数を含めて当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の利用者

の数とした場合に、当該指定小規模多機能型事業所として必要とさ

れる数以上であること。 

なお、指定小規模多機能型居宅介護事業所は、サービス管理責任

者の配置が義務づけられていないが、指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所に配置する介護支援

造改革特別区域法第２条第３項に規定する省令の特例に関する措置

及びその適用を受ける特定事業を定める省令（平成 15年厚生労働省

令第 132 号）第４条第１項の規定に基づき自立訓練とみなされる通

いサービスを利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所に登録を受けた障害者の数の合計数を上限とし、25 人以下とする

こと。（基準第 94条の２第１号） 

② 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービスの利用定

員とは、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービスの

利用者の数と第 94 条の２の規定に基づき基準該当生活介護とみな

される通いサービス又は厚生労働省関係構造改革特別区域法第２条

第３項に規定する省令の特例に関する措置及びその適用を受ける特

定事業を定める省令第４条第１項の規定に基づき自立訓練とみなさ

れる通いサービスを受ける障害者の数の合計数を１日当たりの上限

とし、登録定員の二分の一から 15人までの範囲内とすること。（基

準第 94条の２第２号） 

③ 指定小規模多機能型居宅介護事業所の居間及び食堂は、機能を十分

に発揮しうる適当な広さを有すること。（基準第 94条の２第３号） 

④ 指定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者の員数が、厚生労働省

関係構造改革特別区域法第２条第３項に規定する省令の特例に関す

る措置及びその適用を受ける特定事業を定める省令第４条第１項の

規定に基づき自立訓練とみなされる通いサービスを受ける障害者の

利用者の数の合計数を含めて当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所の利用者の数とした場合に、当該指定小規模多機能型事業所とし

て必要とされる数以上であること。 

なお、指定小規模多機能型居宅介護事業所は、サービス管理責任

者の配置が義務づけられていないが、指定小規模多機能型居宅介護

事業者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所に配置する介護支援
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専門員に、「サービス管理責任者研修事業の実施について」に基づ

き実施される「サービス管理責任者研修」（介護分野）及び「相談

支援従事者研修事業の実施について」に基づき実施される「相談支

援従事者初任者研修（講義部分）」の受講を促すこととし、研修修

了者が指定小規模多機能型居宅介護事業所を利用する障害者の生活

介護計画を作成することが望ましい。（基準第 94条の２第４号） 

⑤ （略） 

（３） （略）  

第六 （略） 

第七 重度障害者等包括支援  

１ 人員に関する基準  

（１） 従業者の員数（基準第 127条）  

①  サービス提供責任者  

基準第 127 条第２項及び第３項は、指定重度障害者等包括支援事

業者は、複数の障害福祉サービスを必要とする重度の利用者の多様

なニーズに対して、臨機応変に対応することが求められ、適切な重

度障害者等包括支援サービス利用計画（以下「サービス利用計画」

という。）の作成や総合的なサービス調整が必要であることから、

指定重度障害者等包括支援事業者ごとに、次のいずれの要件にも該

当するサービス提供責任者を１人以上置かなければならないことと

したものである。  

ア 相談支援専門員（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運

営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 27 号）第３条第２項

及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準

（平成 24 年厚生労働省令第 28 号）第３条並びに児童福祉法に基

づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平

専門員に、「サービス管理責任者研修事業の実施について」に基づ

き実施される「サービス管理責任者研修」（介護分野）及び「相談

支援従事者研修事業の実施について」に基づき実施される「相談支

援従事者初任者研修（講義部分）」の受講を促すこととし、研修修

了者が指定小規模多機能型居宅介護事業所を利用する障害者の生活

介護計画を作成することが望ましい。（基準第 94条の２第４号） 

⑤ （略） 

（３） （略）  

第六 （略） 

第七 重度障害者等包括支援  

１ 人員に関する基準  

（１） 従業者の員数（基準第 127条）  

①  サービス提供責任者  

基準第 127 条第２項及び第３項は、指定重度障害者等包括支援事

業者は、複数の障害福祉サービスを必要とする重度の利用者の多様

なニーズに対して、臨機応変に対応することが求められ、適切な重

度障害者等包括支援サービス利用計画（以下「サービス利用計画」

という。）の作成や総合的なサービス調整が必要であることから、

指定重度障害者等包括支援事業者ごとに、次のいずれの要件にも該

当するサービス提供責任者を１人以上置かなければならないことと

したものである。  

ア 相談支援専門員（障害者自立支援法に基づく指定地域相談支援

の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第

27号）第３条第２項及び障害者自立支援法に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24年厚生労働省令

第 28号）第３条並びに児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の

事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 29

号）第３条に規定する相談支援専門員をいう。）であること。  
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成 24 年厚生労働省令第 29 号）第３条に規定する相談支援専門員

をいう。）であること。  

イ 重度障害者等包括支援利用対象者（障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービ

ス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関

する基準（平成 18 年厚生労働省告示第 523号）別表介護給付費等

単位数表第９の重度障害者等包括支援サービス費の注１に規定す

る利用者の心身の状態に相当する心身の状態にある者をいう。以

下同じ。）に対する入浴、排せつ、食事等の介護その他これに準

ずる業務に３年以上従事した経験を有する者であること。  

なお、その際の必要な実務経験については、業務の範囲通知の

うち重度障害者等包括支援利用対象者に関するもの又はこれと同

等であると都道府県知事が認める業務とし、併せて、従事した期

間は、業務の範囲通知に基づき、３年に換算して認定するものと

する。  

② （略） 

（２） （略） 

２  （略） 

３  運営に関する基準  

（１）・（２） （略） 

（３） 障害福祉サービスの提供に係る基準（基準第 132条）  

指定重度障害者等包括支援事業者が、指定重度障害者等包括支援と

して提供されるサービスの内容、当該サービスの質等について責任を

負う仕組みであることから、必ずしも指定重度障害者等包括支援事業

所によりサービスが提供される必要はないが、提供される障害福祉サ

ービスに応じて、それぞれ次の要件を満たすこととしたものである。  

 

 

イ 重度障害者等包括支援利用対象者（障害者自立支援法に基づく

指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する

費用の額の算定に関する基準（平成 18年厚生労働省告示第 523号）

別表介護給付費等単位数表第９の重度障害者等包括支援サービス

費の注１に規定する利用者の心身の状態に相当する心身の状態に

ある者をいう。以下同じ。）に対する入浴、排せつ、食事等の介護

その他これに準ずる業務に３年以上従事した経験を有する者であ

ること。  

なお、その際の必要な実務経験については、業務の範囲通知の

うち重度障害者等包括支援利用対象者に関するもの又はこれと同

等であると都道府県知事が認める業務とし、併せて、従事した期

間は、業務の範囲通知に基づき、３年に換算して認定するものと

する。  

② （略） 

（２） （略） 

２  （略） 

３  運営に関する基準  

（１）・（２） （略） 

（３） 障害福祉サービスの提供に係る基準（基準第 132条）  

指定重度障害者等包括支援事業者が、指定重度障害者等包括支援と

して提供されるサービスの内容、当該サービスの質等について責任を

負う仕組みであることから、必ずしも指定重度障害者等包括支援事業

所によりサービスが提供される必要はないが、提供される障害福祉サ

ービスに応じて、それぞれ次の要件を満たすこととしたものである。  
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①  生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援については、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成 18年

厚生労働省令第 174 号）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備及び運営に

関する基準（平成 18年厚生労働省令第 177号）の規定を満たしてい

ること。  

②・③ （略） 

（４）・（５） （略） 

（６） 運営規程（基準第 135 条）  

指定重度障害者等包括支援の事業の適正な運営及び利用者に対する

適切な障害福祉サービスの提供を確保するため、基準第 135 条第１号

から第９号までに掲げる事項を内容とする規程を定めることを指定重

度障害者等包括支援事業所ごとに義務付けたものであるが、特に次の

点に留意するものとする。  

①・② （略） 

③  事業の主たる対象とする利用者（第７号）  

指定重度障害者等包括支援の対象者は、Ⅰ類型からⅢ類型に分類

される（「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サー

ビスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の

留意事項について」（平成 18 年 10月 31 日付け障発第 1031001号当

職通知）第二の２の（８）の①参照。）が、これらの類型ごとに対

象者像は大きく異なり、サービス利用計画を作成する上で、サービ

ス提供責任者に求められる専門性が異なる場合も想定されるため、

サービス提供責任者の適性や配置状況等によっては、専門性を確保

①  生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援については、

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に

関する基準（平成 18年厚生労働省令第 174号）又は障害者自立支援

法に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（平成 18 年

厚生労働省令第 177号）の規定を満たしていること。  

 

 

②・③ （略） 

（４）・（５） （略） 

（６） 運営規程（基準第 135条）  

指定重度障害者等包括支援の事業の適正な運営及び利用者に対する

適切な障害福祉サービスの提供を確保するため、基準第 135 条第１号

から第９号までに掲げる事項を内容とする規程を定めることを指定重

度障害者等包括支援事業所ごとに義務付けたものであるが、特に次の

点に留意するものとする。  

①・② （略） 

③  事業の主たる対象とする利用者（第７号）  

指定重度障害者等包括支援の対象者は、Ⅰ類型からⅢ類型に分類

される（「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び

基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等

の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 18年 10月 31日付

け障発第 1031001 号当職通知）第二の２の（８）の①参照。）が、

これらの類型ごとに対象者像は大きく異なり、サービス利用計画を

作成する上で、サービス提供責任者に求められる専門性が異なる場

合も想定されるため、サービス提供責任者の適性や配置状況等によ

っては、専門性を確保する観点から、事業の主たる対象を、これら
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する観点から、事業の主たる対象を、これらの類型のうち一部に特

定して事業を実施することも差し支えないこと。  

（７） （略） 

第八～十七 （略） 

別表１～６ （略）  

の類型のうち一部に特定して事業を実施することも差し支えないこ

と。  

（７） （略） 

第八～十七 （略） 

別表１～６ （略）  

 


